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て「生活習慣全般についての保健指導および住民から
の相談を担当」することとされている。医療従事者の
禁煙支援ならびにニコチン依存症の治療法に関する
トレーニングは費用対効果が高いことから 4）、米国を
はじめとする諸外国では、薬学教育のカリキュラム
に組み込まれている 5, 6）。
わが国の薬学教育モデル・コアカリキュラム（以下

カリキュラムと略す）においては、禁煙支援に関する
具体的な教育内容は明記されていない。しかし、薬
局実習の方略において、「疾病の予防および健康管理
についてアドバイスできる」「セルフメディケーショ
ンのための一般用医薬品・医療用具などを適切に選
択・供給できる」「医師への受診勧告を適切に行うこ
とができる」こととされており7）、例えば喫煙習慣を
有する来局者には、禁煙のアドバイスから禁煙補助
薬の選択、禁煙治療を行う医師への受診勧奨といっ
た一連の禁煙支援を行うことが薬学生に求められて
いると言える。さらに、平成25年度に改訂されたカ
リキュラムでは、ニコチン依存症の病態ならびに治
療薬の選択等、薬物治療に関する知識の習得につい
ても学習目標として加えられたことから 8）、禁煙支援

緒　言
日本における喫煙に起因する年間死亡数は、能動
喫煙によって128,900人 1）、受動喫煙に起因する非
喫煙者の死亡が15,000人と推定されており 2）、喫煙
の疾病負荷は依然として大きいことから 3）、わが国で
は現在、未成年者の喫煙防止はもとより、受動喫煙
防止、成人喫煙率の低減といった政策を数値目標に
掲げて施行されている。
「第2次健康日本21」において実施する項目として、
国は「受動喫煙防止対策、禁煙希望者に対する禁煙
支援、未成年者の喫煙防止対策、タバコの健康影響
や禁煙についての教育、普及活動等に取り組み」、薬
剤師を含む医療従事者は、健康増進を担う人材とし

薬学生を対象とした病院・薬局実務実習における 
禁煙支援教育の実態調査
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【目　的】　病院・薬局実務実習における禁煙支援の実態調査を行い、薬学教育において禁煙支援教育を導入
する必要性について検討する。
【方　法】　実務実習修了後の薬学生を対象に、実務実習時の禁煙支援活動ならびに喫煙関連疾患の学習機会
について自記式記名アンケート調査を実施した。
【結　果】　対象者483名中399名より回答を得た（回収率82.6％）。患者の喫煙歴を確認した学生の割合は病
院78.4％、薬局66.2％であったが、喫煙者への禁煙勧奨（病院12.8％、薬局12.0％）ならびに薬剤師による
禁煙勧奨を見学した学生の割合は少なかった（病院17.0％、薬局18.8％）。病院・薬局いずれにおいても、禁
煙支援教育受講群では、非受講群と比較して、禁煙支援の見学機会ならびに喫煙関連疾患の学習機会が多
かった。
【結　論】　禁煙支援教育の実施が患者への禁煙支援につながる可能性が示されたことから、薬剤師による患
者ケアの礎の一つとして、薬学教育に禁煙支援教育を導入する必要があることが示唆された。

キーワード：禁煙支援、薬学教育、実務実習、喫煙関連疾患
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に関する知識ならびに技能の習得が、薬剤師の職能
として必修化されつつあると言える。
しかし、禁煙支援に関する教育は改訂前後いずれ
のカリキュラムならびに実務実習ガイドラインにも明
示されていないため、実務実習時に、薬学生全員が
禁煙支援の学習機会を得ているか、そして平成30年
度からの改訂カリキュラムによる実務実習時におい
ても学習機会を得られるかどうかは不明である。
そこで本研究では、わが国の薬学教育に禁煙支援
教育を導入するための一助として、実務実習を終了
した薬学部5年生を対象に、病院・薬局実務実習に
おける禁煙支援に関わる機会ならびに禁煙支援教育
の受講状況について実態調査を行った。

研究対象・方法
1. 対象者
分析対象集団は、平成27年度病院・薬局実務実

習を終了した東京薬科大学薬学部5年生483名であ
る。

2. 調査方法
平成28年3月31日に実施した教務ガイダンス終

了時に、自記式記名アンケート調査を実施した。調
査の目的および個人情報の守秘、自由意思による調
査への不参加が可能であることを口頭ならびに書面
にて説明した。調査項目は、回答者の基本属性（年
齢、性別、喫煙習慣）に加えて、実務実習時におけ
る禁煙支援活動に関する質問：1）患者の喫煙歴確認
の有無、2）喫煙習慣を有する患者に対する禁煙勧奨
の有無、3）薬剤師による禁煙勧奨の見学機会の有無
ならびに4）薬剤師による喫煙関連疾患（糖尿病、高
血圧症、冠動脈疾患、脳血管障害、がん、精神神経
疾患、感染症、免疫・アレルギー疾患、慢性閉塞性
肺疾患（Chronic Obstructive Pulmonary Disease；
COPD））と禁煙支援に関する教育機会の有無に関し
て、病院・薬局ごとに設問した（表1）。設問はマー
クシートを用いた選択式回答とした。
なお、薬剤師による禁煙支援は、喫煙歴の聞き取

りから、喫煙者に対する禁煙勧奨と禁煙指導（禁煙
補助薬の選択と供給、副作用のチェック、生活指

表1　禁煙支援に関する質問

 Q1. あなたは患者さんの喫煙歴について、カルテ等で確認しましたか。（患者さんに直接確認した場合も含む）

1 はい
2 いいえ
3 覚えていない
4 ICU、小児等喫煙歴の確認が不要の状況であった

 Q2. あなたは患者さんに禁煙を勧めましたか？

1 はい
2 いいえ
3 覚えていない
4 機会が無かった（患者さんが非喫煙者であった等）

 Q3. あなたは薬剤師が、患者さんに禁煙を勧めるのを見学する機会はありましたか？

1 はい
2 いいえ
3 覚えていない
4 機会が無かった（患者さんが非喫煙者であった等）

 Q4. 実習中に薬剤師から教わった疾患や症例はどれですか？（複数回答可）

1 糖尿病
2 高血圧症
3 冠動脈疾患
4 脳血管障害
5 COPD 
6 がん
7 精神神経疾患
8 感染症
9 免疫・アレルギー疾患
10 禁煙指導
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導、禁煙外来への受診勧告）まで多岐にわたってい
る。今回調査対象とした本学の学生は、病院・薬局
実務実習に先立ち、大学内で薬剤師職務に必要な
知識・技能・態度を修得するための4年次実務実習
事前学習において、喫煙歴の確認と禁煙勧奨を経験
し、薬剤師の禁煙支援の必要性について修得してい
ることから、質問紙中に禁煙支援の定義についての
説明書きを加えなかった。質問紙では学生の理解を
助けるために、全喫煙者に対する「禁煙勧奨」と、禁
煙希望者に対する「禁煙指導」の用語を用いたが、禁
煙支援は禁煙指導を包含していることから、本稿で
は「禁煙支援」として表記を統一した。
また、本稿で表記した「禁煙支援教育」とは、改訂
カリキュラムにおける学修すべき「代表的な疾患」と
同様に、学生が禁煙の標準治療ならびに基本的な薬
学的管理に関して理解し、また禁煙支援が実施でき
るよう、薬剤師が助言や評価を行うこととした。

3. 倫理的配慮
本研究は、東京薬科大学倫理委員会の承認を得て

実施した（承認番号No.14-14）。

4. 統計解析
分析対象者を、薬剤師による禁煙支援に関する教

育機会の有無別に分け、患者の喫煙歴確認の有無、
喫煙者への禁煙勧奨の有無、薬剤師による禁煙勧奨
の見学機会の有無、喫煙関連疾患の学習機会の有無
について、実習施設ごとに比較した。
分析対象者を、「この１か月間に毎日または時々タ
バコを吸っている」と回答した者を喫煙者、過去に喫
煙経験があるが「この１か月間はタバコを吸っていな
い」と回答した者を前喫煙者、過去に喫煙経験が全く
無い者を喫煙未経験者に分類した。
質問項目の比較には、χ2検定あるいはFisherの
正確確率検定を用いた。解析には、統計解析ソフト

IBM SPSSⓇ Statistics version 24.0（日本 IBM）を使
用して両側検定を用い、有意水準を5％とした。

成　績
結　果
1） 対象者の基本属性と病院・薬局実務実習時の禁

煙支援活動
全分析対象者483名中399名（女子228名、男子

171名、回収率82.6％）より回答を得た。表2に分析
対象者の基本属性ならびに病院・薬局実務実習時に
禁煙支援教育を受けた者の割合を示した。分析対象
者のうち、喫煙者は、女子学生228名中5名（2.2％）、
男子学生171名中14名（8.2％）であり、集団全体の
喫煙率は4.8％であった（表2-1）。病院・薬局いずれ
かの実務実習中に薬剤師から禁煙支援教育を受けた
と回答した学生数は、病院のみ（10名）、薬局のみ（52
名）、病院・薬局両施設（34名）の合計96名（24.1％）
であったが、分析対象者の75.9％は、病院・薬局い
ずれにおいても禁煙支援教育はなかったと回答した。
禁煙支援教育を受けた施設としては、病院（11.0％）よ
りも薬局（21.5％）の方が多かった（表2-2）。
一方、患者の喫煙歴を確認した学生の割合は病院

では78.4％、薬局では66.2％であったが（表3）、喫
煙習慣を有する患者に「自ら禁煙勧奨を行った」ある
いは「実習施設の薬剤師による禁煙勧奨を見学した」
と回答した学生の割合は、病院（それぞれ12.8％、

表2-1　対象者の基本属性
項目, n（％） 対象者全体 女子学生 男子学生

人　数 399 (100％) 228 (57.1％) 171 (42.9％)

年齢､Mean±SD 24.1±1.8 23.8±1.2 24.3±2.3

喫煙習慣
喫煙未経験者 358 (89.7％) 218 (95.6％) 140 (81.9％)

前経験者 22 (  5.5％) 5 (  2.2％) 17 (  9.9％)

喫煙者 19 (  4.8％) 5 (  2.2％) 14 (  8.2％)

表2-2　病院・薬局実務実習時における 
   禁煙支援教育の実施状況

項目, n（％） 対象者　n＝399
禁煙支援教育
なし 303 (75.9％ )
あり 96 (24.1％ )
　　病院のみ 10 (  2.5％）
　　薬局のみ 52 (13.0％）
　　いずれでも 34 (  8.5％）
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17.0％）・薬局（それぞれ12.0％、18.8％）といずれに
おいても全体の約1～2割であった。また、喫煙者と
応対する機会を得た学生（対象者399人―各質問に
「機会が無かった」と回答した人数）に限っても、「自
ら禁煙勧奨を行った」あるいは「実習施設の薬剤師に
よる禁煙勧奨を見学した」と回答した学生の割合は、
病院（それぞれ22.2％、25.6％）ならびに薬局（それ
ぞれ19.1％、28.2％）と、いずれも喫煙者と応対した
学生の2～3割程度に留まった（表4）。

2） 薬学生の病院・薬局実務実習中の禁煙支援活動
（薬剤師による禁煙支援教育の有無別）
表4に、薬剤師による禁煙支援教育の有無別に、

実習施設における薬学生の禁煙支援活動を示した。
患者の喫煙歴を確認したと回答した学生の割合は、
病院・薬局いずれも禁煙支援教育の有無を問わず同
程度であり、有意な差は無かった（病院：88.6％ vs. 
77.2％、薬局：79.1％ vs. 62.6％）。次に、喫煙習慣
の無い患者を担当した学生（病院169名、薬局148
名）を除外し、喫煙習慣を有する患者を担当した学生
（病院230名、薬局251名）のうち、患者に禁煙勧奨
したと回答した学生は、病院において、禁煙支援教
育実施群の方が非実施群と比較して多かった（病院：
47.4％ vs. 19.9％、薬局：31.9％ vs. 16.2％、それぞ
れP＝0.02､ P＝0.47）。また、喫煙習慣の無い患者
を担当した学生（病院133名、薬局127名）を除外し、

「薬剤師による禁煙支援の見学機会があった」と回
答した学生は、病院・薬局いずれにおいても禁煙支
援教育実施群の方が、非実施群と比較して多かった
（病院：68.0％ vs. 21.2％、薬局：62.5％ vs.18.5％、
それぞれP＜0.001、P＝0.009）。

3） 病院・薬局実務実習施設別の禁煙関連疾患に関
する学習機会
改訂カリキュラムにおける薬学実務実習に関する

ガイドラインにおいて、薬物療法の学習が推奨され
ている8つの「代表的な疾患」（糖尿病、高血圧症、
冠動脈疾患、脳血管障害、がん、精神神経疾患、感
染症、免疫・アレルギー疾患）は、いずれも喫煙関
連疾患である。そこで、特に喫煙との関係性が高い
とされているCOPDを加えた、これら9疾患の学習
機会の有無について、病院・薬局における禁煙支援
教育の有無別に比較した（表5）。
禁煙支援教育の実施の有無を問わず、糖尿病と高
血圧症に関して学習機会ありと回答した学生は、病院
では67.4％と62.7％、薬局では69.4％と71.2％と、両
施設とも対象者全体の6～7割であった。がんについ
ては、病院では、禁煙支援教育の有無を問わず、対
象者全体の74.9％が学習機会ありと回答したが、薬局
においては、禁煙支援教育実施群と比較して非実施
群では学習機会ありと回答した者の割合は少なかった
（それぞれ58.1％､ 35.5％､ P＜0.001）。一方、冠動脈

表3　病院・薬局実務実習時における薬学生または薬剤師による禁煙支援活動
質問項目, n (%) 対象者 n＝399

病　院 薬　局
あなたは患者さんの喫煙歴について、カルテ等で確認しましたか?

はい 313 (78.4％ ) 264 (66.2％ )

いいえ 30 (  7.5％ ) 75 (18.8％ )

覚えていない 56 (14.0％ ) 57 (14.3％ )

ICU、小児等喫煙歴の確認が不要の状況であった 0 (  0.0％ ) 3 (  0.8％ )

あなたは患者さんに禁煙を勧めましたか？
はい 51 (12.8％ ) 48 (12.0％ )

いいえ 139 (34.8％ ) 164 (41.1％ )

覚えていない 40 (10.0％ ) 39 (  9.8％ )

機会が無かった (患者さんが非喫煙者であった等 ) 169 (42.4％ ) 148 (37.1％ )

あなたは薬剤師が、患者さんに禁煙を勧めるのを見学する機会はありましたか？
はい 68 (17.0％ ) 75 (18.8％ )

いいえ 151 (37.8％ ) 150 (37.6％ )

覚えていない 47 (11.8％ ) 47 (11.8％ )

機会が無かった (患者さんが非喫煙者であった等 ) 133 (33.3％ ) 127 (31.8％ )



日本禁煙学会雑誌　第12巻第5号　2017年（平成29年）10月30日

96

病院・薬局実習時における薬学生の禁煙支援学習機会

疾患、脳血管障害、COPD、精神神経疾患､感染症、
免疫・アレルギー疾患の6疾患について学習機会あり
と回答した学生は、禁煙支援教育実施群では、病院
5～7割（それぞれ59.1％、56.8％、68.2％、52.3％、
65.9％、56.8％）、薬局5～6割（それぞれ48.8％、
47.7％、52.3％、54.7％、45.3％、58.1％）であった
のに対し、非実施群では、病院3～4割（それぞれ
43.1％、38.9％、33.5％、26.5％、45.4％、33.2％）、
薬局2～3割（それぞれ20.4％、20.4％、29.4％、
36.4％、31.0％、33.9％）と有意に低値であった。

考　察
病院・薬局における長期実務実習を終了した5年

次薬学生を対象に、実習期間中の禁煙支援に関わる
機会ならびに薬剤師による禁煙支援教育の実施状況
について調査した結果、禁煙支援教育の有無を問わ
ず、病院では78.4％、薬局では66.2％の学生が喫煙
歴を聴取していた。このことは、患者および来局者
からの喫煙歴の聴取は、実務実習のカリキュラムに
おいて、処方箋に基づく調剤の基礎的な情報収集項
目に挙げられていること、また、薬学共用試験（客観
的臨床能力試験）の「患者・来局者応対」において「喫
煙・飲酒の有無とその量の確認」を行うとされている
ことによるものと考えられた。
これに対して、薬学生による喫煙者への禁煙勧奨
の実施割合は、実施している施設でも病院47.4％、

表4　病院・薬局実務実習時における薬学生または薬剤師による禁煙支援活動（禁煙支援教育の有無別）

表5　病院・薬局実務実習時における喫煙関連疾患の学習機会（禁煙支援教育の有無別）

禁煙支援
活動項目

病院での禁煙支援教育 
n（％）

P1）

教育あり
vs.なし

薬局での禁煙支援教育 
n（％）

P1）

教育あり
vs.なし

喫煙歴の
確認

合計
n＝399

教育あり
n＝44

教育なし
n＝355

合計
n＝399

教育あり
n＝86

教育なし
n＝313

313
(78.4％)

39
(88.6％)

274
(77.2％) 0.19 264

(66.2％)
68

(79.1％)
196

(62.6％) 0.34

禁煙勧奨＊
合計

n＝230
教育あり
n＝19

教育なし
n＝211

合計
n＝251

教育あり
n＝47

教育なし
n＝204

51
(22.2％)

9
(47.4％)

42
(19.9％) 0.02 48

(19.1％)
15

(31.9％)
33

(16.2％) 0.47

薬剤師による
禁煙勧奨の
見学機会＊

合計
n＝266

教育あり
n＝25

教育なし
n＝241

合計
n＝272

教育あり
n＝56

教育なし
n＝216

68
(25.6％)

17
(68.0％)

51
(21.2％) ＜0.001 75

(28.2％)
35

(62.5％)
40

(18.5％) 0.009

1) χ2あるいはFisherの正確確率検定 
＊ 患者さんが非喫煙者など、禁煙支援が不要であったと回答した者は除外

病　院
P1）

教育あり
vs.なし

薬　局
P1）

教育あり
vs.なし

禁煙支援教育 禁煙支援教育
合計 

n＝399
あり 

n＝44
なし 

n＝355
合計 

n＝399
あり 

n＝86
なし 

n＝313

学習機会あり, n (％)

　糖尿病 269 (67.4) 31 (70.5) 238 (67.0) 0.65 277 (69.4) 65 (75.6) 212 (67.7) 0.16

　高血圧症 250 (62.7) 34 (77.3) 216 (60.8) 0.03 284 (71.2) 67 (77.9) 217 (69.3) 0.12

　冠動脈疾患 179 (44.9) 26 (59.1) 153 (43.1) 0.04 106 (26.6) 42 (48.8)   64 (20.4) ＜0.001

　脳血管障害 163 (40.9) 25 (56.8) 138 (38.9) 0.02 105 (26.3) 41 (47.7)   64 (20.4) ＜0.001

　COPD 149 (37.3) 30 (68.2) 119 (33.5) ＜0.001 137 (34.3) 45 (52.3)   92 (29.4) ＜0.001

　がん 299 (74.9) 36 (81.8) 263 (74.1) 0.26 161 (40.4) 50 (58.1) 111 (35.5) ＜0.001

　精神神経疾患 117 (29.3) 23 (52.3)   94 (26.5) ＜0.001 161 (40.4) 47 (54.7) 114 (36.4) 0.002

　感染症 190 (47.6) 29 (65.9) 161 (45.4) 0.01 136 (34.1) 39 (45.3)   97 (31.0) 0.01

　免疫・ 
　アレルギー疾患 143 (35.8) 25 (56.8) 118 (33.2) 0.002 156 (39.1) 50 (58.1) 106 (33.9) ＜0.001

1）χ2検定
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薬局31.9％に過ぎず、調剤およびOTC医薬品販売
に従事している薬局薬剤師による禁煙支援の実施割
合56.8％ 9）と比較して高いとは言えない結果であっ
た。しかし、病院実習時に禁煙支援教育を受けた学
生の約半数が禁煙勧奨していた。これは、平成24年
度の病棟薬剤業務実施加算新設に伴う病棟業務の拡
充に伴い、「喘息・COPD吸入指導」時に禁煙指導を
実施するなどの外来患者への薬学的介入の増加が報
告されていることから 10）、指導薬剤師の監督下で学
生が禁煙勧奨する機会についても、業務拡大に伴い
増加した可能性が考えられる。これに対して薬局で
禁煙勧奨した学生が少なかったのは、薬局実習のカ
リキュラムには保健衛生活動として「薬剤師の禁煙
活動を確認する」ことは挙げられているものの、学生
自らが禁煙勧奨を行う機会までは充分に与えられな
かったものと考えられる。
改訂カリキュラムの実務実習において習得すべき
代表的な8疾患のうち、高血圧症、糖尿病の2疾患
については、病院・薬局いずれにおいても6～7割の
学生が学習機会を得たと回答し、禁煙支援教育の有
無による違いは無かった。しかし、冠動脈疾患、脳
血管障害、精神神経疾患､免疫・アレルギー疾患、
感染症の5疾患、ならびにCOPDに関して学習機
会を得たと回答した学生は、薬剤師による禁煙支援
教育を受けた者が、受けなかった者と比較して、病
院・薬局いずれにおいても多かった。薬剤師による
禁煙支援教育によって、学習目標に挙げられている
「代表的な疾患」のうち、喫煙関連疾患に関する知識
を深めることになったと考えることもできる。しか
し今回の調査結果より、禁煙支援に関する教育を受
けたと回答した学生は、病院11.0％、薬局21.5％と
少なかった。実務実習において学生が禁煙支援教育
を受けることにより、禁煙啓発により喫煙関連疾患
の治療効果を高めることなどが期待されることから、
今後薬剤師による禁煙支援教育の実施機会を高める
には、例えばニコチン依存症の治療に関するトレー
ニングなどを実務実習に導入すると良いのではない
だろうか。同時に、薬学生を指導する薬剤師に対し
ても、禁煙支援分野の知識の普及 9）ならびに禁煙啓
発活動への参画を促進することも重要と言える。
本研究の限界として、単一大学における調査であ

るため、結果を全国の薬学生に一般化するには、複
数大学の学生を対象に同様の調査を実施し検証する
必要がある。

わが国では、喫煙者の84％が少なくとも年に1回
以上医療行為あるいは健診等により医療機関を受診
するが、医師等による禁煙アドバイスの実施率は、
37％と諸外国に比べて低いことが報告されている 11）。
今後、薬剤師が国民の健康を守る専門職として禁煙
支援を行うことは当然である。そのためには、タバ
コと各種疾病の関連性およびタバコと薬剤との相互
作用などの視点からも、禁煙支援に関する薬学教育
の必修化が必要であると考える。
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Prevalence of smoking cessation training and practices for 
student pharmacists in hospital and community pharmacy clerkships

Hiroko Tobari 1, 2, Masaaki Aizawa3, Masato Ito1, Michiko Inoue1

Abstract
Objectives: In considering whether smoking cessation training programs are necessary in pharmacy educa-
tion, this study was conducted to assess the prevalence of smoking cessation training and practice programs 
at hospitals and community pharmacies.
Method: Questionnaires were distributed to 483 fifth-year student pharmacists enrolled in a school of phar-
macy. They were asked about: 1) their smoking cessation training; 2) opportunities to observe pharmacists 
providing counselling on smoking cessation; and 3) opportunities to learn about smoking-related diseases 
during hospital and community pharmacy clerkships.
Results: A total of 399 (response rate: 82.6%) students responded to the questionnaire. Although 78.4% of 
those at hospitals and 66.2% at community pharmacies reported asking patients about their tobacco use, only 
12.8% and 12.0% , respectively, recommended quitting smoking. The students also reported little opportunity 
to observe smoking cessation intervention by pharmacists at hospitals (17.0%) or community pharmacies 
(18.8%). Compared with students who did not learn smoking cessation counselling, opportunities to observe 
pharmacists provide counselling on smoking cessation and possibilities to learn smoking-related diseases 
were considerably higher among students who received instruction during hospital and pharmacy clerkships.
Conclusions: The results suggest that pharmacy education in Japan should incorporate comprehensive smok-
ing cessation training programs as a cornerstone of pharmacists’ patient care.
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Smoking cessation counselling, pharmacy education, pharmacy clerkships, smoking-related diseases
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